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沖縄電力株式会社　代表取締役社長

最近のエネルギー業界の環境変化

東日本大震災を契機に電気事業を巡る環境は大きな変

革期を迎えている。矢継ぎ早に導入された一連の制度改

革の中から電力需給に多大な影響をもたらしている再生可

能エネルギー（以下「再エネ」）の固定価格買取制度（以下

「FIT」：Feed-in Tariff）と電力小売全面自由化について

考察してみたい。

平成24年7月から開始されたFITは太陽光発電などの再

エネの発電量を10〜20年間固定価格で買い取ることを政

府が義務付けたもので、その費用は賦課金として電気料金

に上乗せされ全ての電気の利用者が負担することとなって

いる。導入以来、買取価格の高さも相俟って太陽光発電設

備が短期間に飛躍的に૿加し、現状では当社管内で35万

kW程度が送配電線に接続されている。沖縄における最大

電力は夏場でおよそ150万kWであるが、冬場から春先の

空調需要が少ない時期には70万kW前後となり全発電に

占める太陽光の比率が高くなる。そのため、太陽光の発電

量が多くなる日中は当社の発電機の出力を絞ることで需要

と供給のバランスをとっている。

沖縄以外のエリアでは北海道から九州まで送電線が接

続されているため全国大で需給をバランスさせることが可

能となるが、当地は沖縄エリアのみで調整せざるを得ない

運用の難しさがある。また、発電機の出力には運用上の下

限があり、需要の少ない時期には再エネの発電量全てを

受入れられないという問題がある。国のエネルギーミック

スでは、2030年には再エネの電源構成を22〜24％として

おり、一定の供給力として位置付けているが、FITの賦課金

は現時点で電気料金の10％を占め、全国大では年間2兆

円超の国民負担が生じており、今後も再エネの普及拡大に

伴って૿大する見込みである。沖縄エリアでは、地理的・

需要規模等の制もあり水力および原子力発電の開発が

困難なことから化石燃料に依存せざるを得ない面があり、

再エネはCO2排出量の少ない天然ガスと並んで地球温暖

化対策の有効な手段である。一方で、小規模単独系統・島

嶼県という構造的な特殊性による運用面での制や、国民

負担の૿大という大きな課題を抱えていることも事実であ

る。当社としては、電力の安定供給を前提として、今後も再

エネの円滑な接続に向けた対応を進めていく。

次に自由化の状況について概観すると、自由化前に電力

の小売事業を営んでいたのは全国10社の電力会社である

が、現在は450社以上の事業者が登録されている。一昨年

からスタートした電力に続き、ガスも昨年から全面自由化

となり、エネルギー業界の垣根を越えた競争時代が到来し

た。首都圏や大都市周辺では家庭用を含め熾烈な競争が

展開され、エリアの異なる電力・ガス会社が連携して互いの

アセットを上手く組み合わせ競争に参入する事例も各地で

見られる。沖縄においても本土と同様に新電力（競争市場

への新規参入者）の参入により本格的な競争時代を迎え、

当社からの離脱需要の影響も少なくない。本土と違い電力

の取引所もなく、電源調達手段が限定的な状況で、供給原

価の高い離島を除く本島エリアが主戦場となる。

当社はお客さまの選択肢拡大という自由化の趣旨も踏

まえ、従来、当社が全量購入していた電源開発㈱の石川石

炭火力発電所の発電量の一部を新電力向けに切り出すこ

とで競争環境整備に協力しており、4月から新電力向け卸

メニューを提供した。新電力の動向としては太陽光などの

FIT電源からの調達やバイオマス発電所建設の動きもあ

り、競争環境は一段と厳しくなるものと注視しているが、業

界の環境変化を自らの新陳代謝に置き換え、引き続きお客

さまに選んでいただける事業者を目指したい。

電力小売全面自由化と時を前後して当社グループでは天

然ガスの販売事業を開始するとともにエネルギーサービス

の領域を拡大するため「㈱リライアンスエナジー沖縄」を

設立した。厳しい事業環境の変化にあるが、一方でチャン

スもある。沖縄は現在でもホテルや商業施設の建設が相

次いでおり、大規模都市開発計画など、新たなエネルギー

需要創出のポテンシャルは高い。様々なエネルギー事業者

の参入が見込まれるが、お客さまニーズを的確に捉えた最

適な提案を行い、新たな需要の獲得に挑んでいきたい。

本年は、当社の民営会社移行後30周年の節目の年であ

る。自由化の時代にあっても、廉な電気を安定的にお届

けするという公益事業の本質には何ら変わることがなく、

地域を支えるインフラ事業者として使命感を持って競争と

向き合っていきたい。

大嶺 滿
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本事業は、県内の環境関連産業において、中核企業候補を中心とする企業群の共通課題に

対する具体的な取組や将来の市場ニーズを見据えた新たなビジネスの芽出しとなる取組に

ついて、ネットワークの再構築による企業連携の強化を通じた支援を行う。

当財団では、平成 28 年度から沖縄総合事務局からの受託事業「地域中核企業創出支援事業（沖縄環境

関連ネットワーク形成事業）」を通じて、「沖縄型環境ビジネス研究会」を立ち上げ、県内環境関連産業のネ

ットワーク構築ならびに共通課題整理や課題の解決に資するビジネスモデルの検討等を行っている。

今回、同研究会のワーキンググループとして、「廃プラスチック及び太陽光パネルの再資源化システムの

検討」をテーマに、県外視察を行った。県外視察には、県内関連企業等 4 社・1 団体が参加し、北九州及

び大阪の先進事例に対して工場見学や意見交換を行った。

実施概要は下記の通り。

平成29年度 内閣府沖縄総合事務局受託事業 地域中核企業創出・支援事業

「沖縄環境関連ネットワーク形成事業」

■視察先①

いその株式会社　九州事務所（福岡県北九州市）

適正選別された各種廃プラスチックをベースに、強化剤、金棒材、

またはバージン樹脂を添加し顧客要求特性に合わせて材料設計を行

い、再利用を可能にした再生プラスチックを取り扱う。品質管理工

程フローやリサイクルの活用事例等について、情報交換を行った。

■視察先②

株式会社新菱（福岡県北九州市）

平成 22 年度より国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構（略称：NEDO）の支援を活用しながら、廃 PV パネルのリ

サイクル技術の開発を推進している。コスト汎用リサイクル処理

が特徴の新菱方式リサイクルプラントの見学などを行った。

■視察先③

株式会社サイム　関西事業所（大阪府泉大津市）

様々なプラスチックが混ざったシュレッダーダストからラマン分光

法（光センサー）を用いて自動で選別を行う装置を開発。選別の仕

組みや開発の経緯を学んだほか、実際に工場視察を行い、稼働装置

等を見学した。

■視察先④

株式会社浜田　大阪リサイクルセンター（大阪府高槻市）

平成 26 年度より NEDO からの支援を活用しながら、太陽光パネ

ルのリサイクル技術の研究開発を継続的に行っている。ホットナイフ

分離法によるガラスと金属の完全リサイクル技術開発を行っており、

設備や仕組みについて見学し、情報交換を行った。

■視 察 日 程　平成 30 年 2 月19日（月）〜 20 日（火）

■視察テーマ　「廃プラスチック及び太陽光パネルの再資源化システム検討」

（文責：調査第2部　與那覇 徹也）
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（文責：調査第2部　與那覇 徹也）

平成29年度 内閣府沖縄総合事務局受託事業 沖縄ものづくり事業化支援プロジェクト

「沖縄ものづくりマッチングイベントin オキナワベンチャーマーケット」

本イベントはオキナワベンチャーマーケットが提供する「あいのりイベント」において、県内のオンリー

ワンの技術や川下ニーズ・課題解決型の独創的発想力を持つ県内企業の積極的な PR を通じて、特に台

湾企業とのビジネスアライアンスの可能性を探ることを目的として開催した。

平成 29 年 12 月 12 日〜 13 日、沖縄セルラーパーク那覇にて第 8 回オキナワベンチャーマーケット「万国津梁大

異業種交流会」が開催され、沖縄県内 115 社、県外 50 社、海外 85 社の合計 250 社が出展、2,500 名が参加された。

同イベントにおいて、県内ものづくり企業の持つオンリーワン技術の事業化に向けて、特に海外企業とのビジネスア

ライアンスの可能性を探るべく、川下ニーズ・課題解決型の独創的発想力を持つ県内企業の出展支援、ならびに PR

イベントとして「沖縄ものづくりマッチングイベント」を開催した。

開催概要は下記の通り。

会場の様子 ブース出展の様子

開催日時：平成 29 年 12 月 13 日 15:30 〜 17:30

開催場所：沖縄セルラーパーク那覇ステージ前特設会場 B（沖縄県那覇市奥武山町 42-1）

プレゼン①　株式会社クレイ沖縄　渡嘉敷哲　代表取締役

主力製品：「ぐっすりん」

同志社大学、琉球大学等との産学官共同研究により誕生したサプリメン

ト。沖縄癒しの伝統野菜クワンソウから同定した世界発の特許成分「オキ

シピタナタニン」を原料としている。

プレゼン②　株式会社沖縄海洋工機開発　上間英樹　代表取締役

主力製品：「水中音声無線機器M1」

LED ライトの光に声を載せて送る「水中可視光線通信技術」を実用化。

ダイビング時などの音声指導やガイドツールとして、安定的な水中コミュ

ニケーションが実現。

プレゼン③　株式会社HPC 沖縄　阿波根昌樹　代表取締役

主力製品：「HPC（ハイブリッド・プレストレスト・コンクリート）」

強度を保ちつつ薄く加工ができるコンクリート。鉄筋の代わりに炭素繊

維を使用し、錆びることなく薄く作ることが可能。台湾で建設中の超高層

マンション「陶朱隠園」のショールームにも展示。
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平成29年度 内閣府沖縄総合事務局受託事業 地域中核企業創出・支援事業

「FTPと広域連携による沖縄発アジア市場向けバリューチェーン構築事業」

事業概要

本事業は、香港、台湾、タイ、シンガポール

等で食の販路を持つ沖縄地域商社 7 社連携体

（FTP）と沖縄県内外の産地・サプライヤーが連

携したバリューチェーンと、訪日観光客による

消費需要旺盛な沖縄市場とアジア輸出商流・物

流拠点を融合させた独自性のあるビジネスモデ

ルを構築し、日本の農林水産物・食品の輸出拡

大を目指すものである。

平成 30 年 3 月 20 日（火）、

平成 29 年度沖縄国際ハブクラ

スター推進会議が ANA クラウ

ンプラザホテル沖縄ハーバービ

ューにて開催された。会議では、

今年度の活動について、今年度

の戦略①官民協調による産業交

流、②アジア市場との商流拠点

形成、③高付加価値型産業創出

に係る環境整備、④中小企業の

海外展開に対する支援機関ブリ

ッジシステムの確立に係るそれ

ぞれの取組みについて報告が行

われた。

続いて、次年度に向けた活動

方針が説明された。

また、各支援機関による取り

組みが報告された。その後の意

見交換では、各機関の取組が絡

み合っており、今後もシーアン

ドエアーでの連携の深まりに期

待したい、商流の構築はまだ弱

いが、ハブクラスター活動など

行政の支援を通じて商流が生ま

れてきた等の意見が出された。

（文責：企画研究部　喜納 悠太）

●平成 29 年度沖縄国際ハブクラスター推進会議の開催
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前堂 正志 （まえどう まさし）

昭和33年生まれの60歳。うるま市出身。

H14年に沖縄県環境管理センター協同組合の資源化推進室長として従事し、

沖縄県と「島嶼型ゼロエミッション推進実証事業」や「島嶼地域におけるバイ

オマスの多用途利用システム構築調査」等の様々な調査事業等に携わった。

H19年9月に当社を立ち上げ、H20年に「うるま市地域バイオマス利活用交付金

（農林水産省補助）」を活用し、H21年10月に工場が完成。現在に至る。

H16年1月～H17年3月  島嶼型ゼロエミッション推進実証事業 受託者

H18年1月～H19年2月  島嶼地域におけるバイオマスの多用途利用システ

ム構築調査事務局

H22年6月～H24年5月  一般社団法人沖縄県産業廃棄物協会 理事

H23年3月～H24年3月  H23年度島嶼地域循環資源活用促進事業 受託者

H24年8月～H26年3月  平成24年度、平成25年度バイオマス資源活用コー

ジェネレーションシステム構築事業 受託者

H27年10月～H28年3月  環境省事業 平成27年度中城湾港新港地区工業団

地CO2削減検討会委員

H27年10月～H28年3月  沖縄科学技術振興ロードマップ策定業務 成長分

野振興・イノベーション創出作業部会 委員

H28年8月～H30年3月  伊平屋村生ゴミ等循環型資源活用事業検討委員

会 委員

H29年7月～  中城湾新港地区協議会 理事

H29年10月  ３Ｒ推進全国大会にて循環型社会形成の推進に

伴う環境大臣表彰を受賞

H29年12月～  H29年度地域循環圏・エコタウン炭素化促進事

業協議会委員

これまで県内で発生した建築系廃木材（建築廃材）の再利用率はほぼ0% で、そのほとんどが利用され

ずに焼却処分されていた。前堂正志社長、独自のアイディアと持ち前の器量を駆使し、廃木材を新しい

エネルギーにしようと考え出されたのが“ 木質燃料ペレット” の開発。

現在では、県内の建築廃材等を年間2.5 万トン受け入れ、年間2 万トンの木質燃料ペレットを

製造・供給、廃木材をバイオマス燃料に転換している。

ゴミや産業廃棄物の有効活用に取り組み、

沖縄の経済、県民の生活を支えたい。

前堂 正志

NIA
C

News
 

Lette
r

シリーズ

Masashi Maedo

株式会社バイオマス再資源化センター 代表取締役

――東日本大震災後の廃棄物処理にも関わっていらっ

しゃるそうですが。

震災後、福島の県議団が視察に来ました。いろいろ聞

いていると、目の前のことしか見えないところが見受けら

れた。結局、目の前の瓦礫を早く処理しないと復興でき

ない。それは当たり前だけれど、私の目から見れば資源が

いっぱいですが、当事者には瓦礫になる。いろんな問題

を言われていました。例えば潮水を被っているから、塩素

が出て、ダイオキシンが出るんじゃないかと。それは潮水

を被った直後の話で、1年も2年も雪や雨が降ったりしたら

塩分もないよね、という話をしました。

瓦礫をうまくリサイクルできないの、エネルギーに変

えられないの、という話と、一方で、国はいろんな設備を

どんどん作りました。建築ラッシュで、その規模がすごい。

そうすると今度は建築から出る廃棄物が莫大な量になり

ます。だから瓦礫を処理しながら、復興のために出る建

築廃棄物も視野に入れて、長いスパンで計画を立てない

とダメです。
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――ペレットをやろうと思ったきっかけは？

産業廃棄物の中で、木屑が処理できなくて困っていま

した。コンクリートはクラッシャーができていたので、次

に多いのは木屑だったんですよ。木屑は本来、人類最初

の燃料ですよね。それでいいんじゃないの、という単純な

考えです。文明社会になって、化石燃料だとかいろいろ出

て来て、本来の燃料は面倒くさいから使わなくなったと

いうだけ。沖縄でも終戦直後はタムン（薪）で、みんな煮

炊きしていた。時代とともに、一般家庭で使うのは厳しく

なった。では、既存の設備で、燃料として使うべきじゃな

いか、と。

10何年前から廃棄物発電だ、と思っていたんです。日

本中どこでもそうですが、エネルギープラントというのは、

化石燃料を買って、それを燃やして、エネルギーに替えて

いる。一方、可燃物の廃棄物を金をかけて焼却炉で処理

して燃やしている。廃棄物をどうせ燃やすのだったら、そ

れを燃やしてエネルギーを作ればいいのでは、と。化石

燃料は買って燃やす。廃棄物は処理費をもらって燃やす。

単純だけど、資源がない国は、そういうことを将来的に

やらないといけない。経済活動の中で廃棄物を止めるこ

とはできない。廃棄物が無くなるということは、経済活動

が止まったことになる。これは大きな問題です。

問題を解決したくて始めたところ、これが燃料になり、

二酸化炭素削減になった。年間、2万トンをリサイクルし

ていたら、3万トンのCO２削減になった。うまくエネルギー

を利用していたら、後からついてきた話で、それを狙った

わけではありません。

――廃棄物をペレットにしようという発案は？

まず、廃棄物発電をやりたかったけれど、それには50

億、60億かかる。では、電力さんで使ってもらおうと話を

持っていったのですが、すごく厳しかった。「ガソリンエン

ジンをディーゼルで動かせ、と言っているくらいハードル

は高いですよ」と言われた。石炭火力発電所は、石炭を燃

やしてエネルギーを回収するという設計で作られていま

す。他の燃料は異物というスタンスになる。では、なんと

かそれをうまく活用できる方法はないんですか、という話

をしたら、内閣府から調査費が4千万出たんですよ。調査

費で４千万も出すということはないので、ぜひ実現可能に

してほしい、と言われました。うちは事業化しようという

目的で最初からやっていますよ、とは言いました。

今のプラントでうまくできる方法はないかと研究し、最

終的にペレットになった。ペレットにもいろいろなサイズ

がある。これは８ミリなんですが、どうせ燃やすものなの

で、一番負荷がかからず、コストも安く、大量にできるサイ

ズは何ミリか、という検証をして、その結果がこのサイズ

なんですよ。石炭に混ぜるまでが問題で、混ぜた後はどう

せ砕いて紛体化する。だから扱いやすければいい。

本土では、このペレットがトン当たり２、３万ですが、う

ちは半値以下です。沖縄は狭い地域なので、逆に私みた

いなド素人でよかったかなと。出来ないものは出来ない、

とはっきり言えます。

10年やってきましたが、ペレットはまだまだうまくいっ

てないところが多いです。2年前、東大でペレットのシン

ポジウムがありました。議題は、北海道に10何社かペレッ

ト工場があって、そこで年間５千トン生産している。一方、

沖縄県では１社で２万トン生産しているのはなぜか、とい

うものでした。

――このコストの差は人件費ですか。

いろいろありますが、一番大きいのは量を多く生産す

る。内地では１日500キロ、せいぜい１トンの能力の工場し

かない。うちは1日70～90トン作ります。

機械自体が、内地でやっているような機械じゃないん

ですよ。例えば、今は選別するのに、風力が主流になって

います。これは千葉の農業機械を作っているメーカーに

お願いして作ったんです。軽いものを飛ばして重いもの

を残して、という技術なんですが、それを応用して、作って

もらった。既存のオガ粉製造機があるんですけれど、1時

間当たり500キロぐらいしか出来ない。でうちのは３トン

できる。大きなモーターを使うので、電気代はかかります

が、量をこなすためにはしようがない。結局、ペレット製

造で、一番エネルギーをくうのは乾燥なんですが、これも

ちょうどよい含水率のものが一番適正に作れる量で落ち

着いています。

――需要と供給のバランスはどうですか？

例えば冬場の電気需要が少ないときに、発電所を止

めるんですよ。止めると、燃料使わないですから。今は

バイオマス発電とか、いろいろありますが、なぜ地域の

資源を活用しないのか。結局化石燃料と同じですよ。外

国から持ってきて燃やすというだけで、地域の資源は残

されている。

国内で伐採木とか廃棄物とか、処理に困っているのに、

それを利活用する方法には優遇策がない。例えば資源と
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してペレットを作っているのですが、ペレットの優遇策は

ない。

私たちもこんなに一生懸命CO2削減とかリサイクルと

かやっているけれど、エネルギーの補助対象じゃない。直

接燃やしていないからダメという。その辺が矛盾している

ところだと思います。

――今後の事業展開について。

バイオマス発電をやりたいということで、手を挙げてい

るのですが、それに関しては県や電力に参加してもらわな

いといけない。内地の電力会社は子会社を作って、そうい

うことをぼんぼんやっています。沖縄でも地元の責任あ

る企業に入ってもらって、みんなでやった方がいい。廃棄

物の細かい点は私たちがやらないといけないでしょうが、

経営自体は、やっぱり透明性がないと、安定性がない。

廃棄物発電もやりたいんですが、これには最でも50

億以上の金がかかる。でも、今後はそういう方向性に持っ

ていかないと、誰が損するかというと、県民です。内地に

持っていくとなると輸送費だって負担しないといけない。

――もう一度改めて、リサイクルの重要性、必要性を説明

してください。

廃棄物処理業者も進歩しています。電力さんと組むな

どして、うまくエネルギーを利用しようと技術も進歩して

います。今沖縄県は観光が伸びていますけれども、人が

来るとゴミが૿えます。観光に関する補助金はぼんぼん

出すけれど、観光客が出すゴミに関しては、全然考えてく

れない。今と昔では観光のスタイルも全然違う。昔はツ

アーで来て、バスが出て、管理された観光施設を回ってい

たけれど、今はもうレンタカーで自由に行きたいところに

行く、あちこちにゴミの山ができる。観光客が૿えて、ゴ

ミの島になってしまう。

工業団地でもそうです。廃棄物のビジネスは誘致でき

ませんと。廃棄物が発生する事業はぼんぼん誘致するけ

れど、処理はあっちいけ、というのが行政です。ゴミや廃

棄物にも目を向けて、予算をつけてほしい。

摩文仁の不法投棄の撤収作業のボランティアに参加し

ました。あれもほとんど一般廃棄物です。最近、産廃の不

法投棄は聞いたことがない。それでも産廃業者は目の敵

にされる。

伊平屋島の委員会に参加しました。伊平屋島では生ゴ

ミはリサイクルで使おうということで、運営している。そう

すれば焼却炉の稼働率も上がるし、いろんなことができ

る。生ごみを肥料化してどうするか、というのは行政の担

当で、島の活性化のために使えばいい。ムーンライトマラ

ソンとかいろんな行事のあるときは、プランターに花を

植えますから、そういう肥料に使えばいい。また、島だか

ら年寄りも多い、例えば若い人達が年寄り世帯から生ゴ

ミを集めるようにしたら、年寄りとの交流も見守りもでき

る。だから環境だけじゃなくて、福祉とか、いろいろ活用

して、うまく繋げていけばいいんじゃないか、という話を

したら、お母さんたちが反応した。「ああ、そうですよね。

こだわらなくていいんですよね」と。こだわるのは行政だ

け。環境をやりながら、福祉や老人や子どもの問題とつ

なげる、小さな村ではそれができる、という話をしました。

これからはそういう観点で取り組まなければいけない

ですよ。何に関してもこだわらないことです。もっとオープ

ンに、困っている問題をドッキングしていけばいい。

うるま市ではエコステーションの活動をしています。子

どもたちと一緒に祭り会場のゴミ拾いをしていて、毎年

収益金を寄付しています。子どもたちが拾ったアルミ缶、

スチール缶で10何万のお金が集まる。役所は祭りの後の

ゴミ処理費30～40万という経費がゼロになる。

最初、手弁当で始めたところ、子どもたちが来てくれた。

次に父母会や野球部の監督がやってきて、「ありがとう」

と言われた。日頃、市民から寄付を募って活動していて、

貰いっ放しだと。ゴミ拾いをすることで、恩返しができる。

こういう機会を作ってくれて、と感謝された。収益金を上

げたら「お金までもらっていいんですかね」と、大変喜ば

れた。

まずは実行する。市民のほうがレベルは上です。祭り会

場でもちゃんと分別して、持ってきます。これが当たり前

になっている。草の根運動は大事です。

もうそろそろ本音で言わないと、ものごとが解決しない

というのもあるんですよ。困っていることを本音で言って、

それをどうすべきか、しっかり考えていくことが大事です。

（聞き手：調査第１部）
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平成29年度沖縄・ハワイクリーンエネルギー協力推進事業

「ハワイにおけるエネルギー教育に関する状況調査及び海洋エネルギープレ教室の開催」
「沖縄・ハワイクリーンエネルギー協定」ワークプランに掲げられているハワイ州のエネルギー教育プ

ログラムの沖縄への導入に向け、ハワイにおける実態調査と調査結果を反映した海洋エネルギープレ

教室を久米島町内の小学校で開催した。

本事業では、県内の小中学生を対象としたエネルギー

に関する教育プログラムの実施を模索している。ハワ

イ州政府は2040年までに再生可能エネルギー受給率を

100％にする法律を制定し、官民挙げて取り組みを行っ

ている。その中で次世代を担う子ども達にエネルギーの

役割や大切さ等に関して教育することは、省エネや新エ

ネの普及や開発の人材育成において重要なアクションと

しており、エネルギーに関する州独自の教育が実践され

ている。今回その教育プログラムの実態を調査し、沖縄

でのエネルギー教育で参考となる内容、カリキュラム、

教材等について整理した。この情報を、琉球大学教育学

部の清水 教授が実践している「海洋エネルギー出前講

座」に組み入れ、沖縄版のプログラムを作成し、教育現

場での実用可能性について検討するため久米島町内の小

学校２校でプレ教室を開催した。

ハワイ調査は、今回協力を頂いた久米島町の２校の

小学校校長や町関係者、琉球大学の清水先生を含む６名

で、ハワイ州でエネルギープログラムを実践する学校や

プログラムを支える関係機関に対するヒアリングや実践

現場視察をオアフ島及びマウイ島で実施した。

ハワイ州においては、NPO主体のIsland Energy 

Inquiryや民間企業主体のKa Hei Programの２つのエネ

ルギープログラムが実践されている。両プログラムは日

本の小学校１年から高校３年までをカバーするカリキュ

ラムを備えたエネルギー教育制度で、各学年において明

確なカリキュラムや教本、教材が準備されており、基本

エネルギーの見える化をメインとした教材設定や、地域

のエネルギー状況や、地元における必要なエネルギーと

その確保、エネルギートレードの授業まであり非常に充

実したエネルギー教育制度と内容となっている。

この調査を受け、今回実施したプレ教室では、先の調

査で参考となるエネルギー「見える化」、「体験」を取

り入れ、教育基本要領に基づいた地域学習の環境学習の

位置づけで、小学校高学年向けのプログラムを構成し、

琉球大学教育学部清水先生の協力の下、海洋エネルギー

教室を久米島町の小学校で開催した。

今回のプログラムは、小学５年生を対象に45分×２

コマで実施した。前半に地域のエネルギー事情（日本、

沖縄県、久米島町）と既存の電力エネルギー発電の仕組

みについてミニチュアモデルを用いて説明した。後半で

は体験型学習として再生可能エネルギーの生み出し方を

様々な教材を用いた製作、体験を行ってもらった。

IEIへのヒアリング風景

カパラマ小学校授業風景

ワイルク小学校授業風景

Island Energy Inquiry教材

OPTERRAへのヒアリング風景

VRを使った教材
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（文責：調査第1部　西野 通憲）

今回の海洋エネルギープレ教室では、生徒からの意見とし

て非常に楽しく、多くの実験においてエネルギーに関する興味

が強まったという回答が得られ、地域のエネルギー事情も含め

た対話形式の授業であったため、生徒からの質問や回答が多

くあった。しかし、専門的な文言に理解しかねる場面や、１つ１つ

の実験にあまり時間的余裕がなかったことを考えると、２コマで

行う授業としては厳しいものがあり、今後あり方を考える必要が

あった。

また、教師からの意見として、子ども達が活き活きとして授業

を受けており、体験型、対話方式の授業に賛同を得た。しかし、

授業の準備時間、サポートや教材準備等に学校単体での授業

は厳しいとの意見も聞かれた。

学校側としても、既存の授業カリキュラムの一環としてどのよ

うな内容をどの程度組み込むか、また、教師が異動となっても

学校としてどのようにこの海洋エネルギー教育を続けるか等の

問題が提起され、今後解決策を検討する必要がある。

本年度実施したハワイ州におけるエネルギー教育の実態調

査及び久米島における海洋エネルギープレ教室の経験を活

かし、平成30年度はさらなる海洋エネルギー教室の効率化、

簡素化を図り子ども達にわかりやすい授業と学校、教師が受け

入れやすい事業に改良しつつ、県内の小学校へ普及展開を図

るべく検討や実証を行う予定としている。

プレ教室の状況（久米島町立大岳小学校、仲里小学校）

海洋エネルギー教室の県内展開イメージ図
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政府による働き方改革推進のテーマの一つとし

て、情報通信技術を活用した、時間や場所にとらわ

れない柔軟な働き方であるテレワークの普及拡大が

掲げられている。当財団が沖縄県内企業向けに実施

したアンケート調査の結果では、テレワークを「導

入している」と答えたのは回答企業のうち4.2%で

あった。

テレワーク未導入企業に対して導入意向を調査

したところ、「積極的に導入したい」が 2.8%、「条

件があえば導入したい」が 23.0%で、テレワーク

導入に対し潜在的な需要があることが判った。導

入意向について、「条件が合えば導入したい」と答

えたうち、最重要視する条件は「社内制度の整備

（46.3%）」、「情報インフラの整備（17.1%）」との

回答が多かった。

一方で、テレワーク導入意向について「あまり

導入したくない（19.1%）」、「導入する必要はな

い（53.9%）」と答えた企業について理由を調査し

たところ、「テレワークに適した仕事（職種）がない

（77.7%）」、「勤務管理や評価が難しい（38.5%）」

の回答が多かった。導入に意欲的でない企業の属

性について見ると、対面での接客や現場での作業を

中心とする「卸・小売業」、「宿泊・飲食サービス業」、

「製造業」、「医療・福祉」の合計が 3割を占めて

いる。しかし、これらの業種にも営業職やバックオフィ

ス業務等、テレワークを比較的導入しやすい職種が

存在する。また、テレワークを導入済みの企業と未

導入企業に対する共通の調査でも、「労働時間の管

理方法（74.2%）」、「人事・評価制度の適用（40.3%）」

が導入時の課題であると答えており、テレワーク勤

務者とのコミュニケーションについては「テレワーク

勤務者の状況把握がしづらくなる（69.9%）」、「情報

共有や伝達がしづらくなる（55.4%）」ことを懸念し

ている。勤務管理や評価が難しいといった部分につ

いては、サービスやツールを導入し、日常のコミュ

ニケーション方法を変化させていくことでテレワーク

導入可能性の拡大が期待できる。

今後テレワークの理解促進に向けて期待する取

り組みについては「補助金や助成金等の優遇措

置（41.4%）」、「専門家によるアドバイス、遣事業

（29.0%）」の回答が多かったが、厚生労働省の例

を挙げると、「時間外労働等改善助成金（テレワー

クコース）」の実施や、無料のテレワーク相談セン

ターを設置するなど、企業のテレワーク導入を後押

しする制度もすでに設けられている。

当財団では今回の基礎調査結果をふまえ、県

内でのテレワークの認知度向上に資する情報発信

や、テレワーク利活用時における情報インフラ整

備、セキュリティの確保に関する課題解決策等を検

討し、地域特性にマッチしたワークスタイル変革の

アイデア創造に結びつく研究事業を今後も展開して

いきたい。

「沖縄県におけるテレワーク動向調査」アンケート結果
当財団では自主研究事業として「サイバーセキュリティ対策の強化等普及啓発事業」を実施しており、

働き方改革の重要施策として位置づけられるテレワークに着目し、調査研究を進めている。2018 年 1 月、

沖縄県におけるテレワークの導入・活用状況の実態を把握するためのアンケート調査を実施し、県内企

業 186 社より回答を得た。

テレワークを導入する場合に重要視する条件

テレワーク未導入企業に対する導入意向調査

0% 20% 40% 60% 80%

テレワークを導入したくない理由（複数回答）

積極的に導入したい 2.8%

条件が合えば導入したい
23.0%

あまり導入したくない
19.1%

導入する必要はない
53.9%

検討はしたが、導入しなかった 1.1%

社内制度の整備
46.3%

情報インフラの整備
17.1%

組織内の理解
4.9%

特に条件はない
4.9%

その他
26.8%

その他 4.6%

職員の理解が得られない 6.2%

予算が確保できない 6.2%

導入のメリットがよく分からない 19.2%

情報漏洩が心配 31.5%

勤務管理や評価が難しい 38.5%

テレワークに適した仕事（職種）がない 77.7%

（文責：総務部　桑江 良彦）
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新ฉࢽࡁܦͳどでよ͔͘ݟけるࡁܦ用ޠ。

ͳんとͳ͘分͔ てͬいるけどઆ໌で͖ͳい。

そんͳちΐͬとしいࡁܦ用ޠにͭいて、

こͬ そΓとڭえま͢。

沖縄県のੈଳ૯（֤施設等のੈଳをআく一ൠ

ੈଳ）は、2015のࠃ調査によると55ສ9ઍੈ

ଳとなっています。ੈଳの家ྨܕでみると、

「୯ಠੈଳ（ͻとりらしੈଳ）」のੈଳが

18ສ1ઍੈଳとなり、「්と子ڙから成るੈ

ଳ」の17ສ1ઍੈଳをൈきトッϓとなりました。

ੈଳ૯に占める割合は「୯ಠੈଳ」が32.4ˋ

（10調査では29.4ˋ）、「්と子ੈڙଳ」が

30.5ˋ（ಉ33.2ˋ）となっています。୯ಠੈଳの

割合がߴい要Ҽとして未ࠗ者やঁ性ྸߴ者の૿

Ճ、ࠗの૿Ճなどが挙げられます。୯ಠੈଳで

最も多いのが未ࠗ者であり、൩ࠗ化や未ࠗの上

ঢがӨڹしています。ฏۉॳࠗྸはஉঁとも

期間にわたり上ঢ向にありましたが、2015

ʙ16は֓Ͷԣばいで推Ҡし、16はຊ県のஉ

性が30.3ࡀ、ঁ性が29.0ࡀとなっています。一

方、生֔未ࠗ（50ࡀにおける未ࠗ者の割合）

はஉঁとも上ঢ向がଓいており、15はຊ県

のஉ性が26.2ˋ、ঁ性が16.4ˋとなっています。

今後、未ࠗでྸߴの୯ಠੈଳの૿Ճが見ࠐまれま

す。また、୯ಠੈଳのஉঁの割合は、உ性が

52.1ˋでঁ性の47.9ˋを上回っていますが、この

உঁの割合をผでみると、60まではஉ性

がঁ性を上回っていますが、70ではঁ性がஉ

性を上回っており、80ࡀҎ上では4人のうち3人

がঁ性となっています。உ性とঁ性のฏۉण໋の

ࠩにより、とのࢮผによりঁ性ྸߴ者の୯ಠੈ

ଳが૿えていることになります。ͦれから、୯ಠ

ੈଳのをۮ関ผでみると、શࠃではࢮผが

ผ（ࠗ）を上回っていますが、ຊ県では10

Ҏ߱、ผがࢮผを上回っており、ผの割合

もશࠃよりߴい状況にあります。また、୯ಠੈଳ

が最も多いྸはશࠃではஉ性が29ࡀҎԼ、

ঁ性が70であるのに対してຊ県ではஉঁとも

60が多く、これはこのྸでผの୯ಠੈ

ଳの割合がߴいことによります。શࠃではੈଳ૯

に占める୯ಠੈଳの割合はຊ県よりߴく、政府

はこれまで社会保ো制度をは͡め֤政策におい

て、యܕ的なඪ४ੈଳを「්と子2ڙ人」かつ

「有業者が1人」とఆٛしてきましたが、طにͦ

の割合はԼしており、家ܗଶのߏ造変化を౿

まえた制度設計の見しをߦう必要があります。

14

（文責：上੮研究員　金城 ؽ）

世帯の家族類型

NIACニュースレター 11
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平成 29 年度 第 6 回理事会が平成 30 年 3 月 16 日（金）、第 5 回評議員会が 3 月 28 日（水）に開催され、それ

ぞれ審議が行われ承認されました。

第6回理事会・第5回評議員会の開催について平成29年度

（文責：総務部　大城 久美子）

1．平成 30 年度　事業計画書・収支予算書（案）

　（1）経済・社会に関する調査・分析　2 件

　（2）産業の活性化プロジェクトの発掘・推進　2 件

　（3）技術開発・振興等マネジメント　2 件

　（4）普及啓発　4 件

2．顧問の推薦（案）

 橋本 晃和（（一財）地球共生ゆいまーる 理事長）（再任：非常勤）

3．平成 29 年度第 5 回評議員会の開催日時・場所及び議案（案）

【 第 6 回理事会 】

1．平成 30 年度　事業計画書・収支予算書（案）

　（1）経済・社会に関する調査・分析　2 件

　（2）産業の活性化プロジェクトの発掘・推進　2 件

　（3）技術開発・振興等マネジメント　2 件

　（4）普及啓発　4 件

【 第 5 回 評議員会 】
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（ 文責 : 企画研究部　赤嶺 進也 ）

産学官
交流サロン

（平成29年12月、平成30年1月、3月）

当財団では、産学官が気軽に集まって交流する産学官交流サ
ロンを適時開催している。サロンでは毎回、講師を招いて
20 分程度の講話を頂き、その後気軽なスタイルで懇談、交
流している。平成 29 年 12 月、平成 30 年 1 月、3 月に開
催されたサロンのトピックス概要を以下にご紹介する。

【概略】

　近年、「シェアリングエコノミー」が地域活性化に結び付くと言わ

れている。12 月サロンは、地域活性化を支援する大江氏にご説明頂

いた。「シェアリングエコノミー」とは「既にあるものをシェア（共有）

する経済活動」を意味している。場所・モノの有効活用、人不足への

対応ができ、新規投資が不要のため商売を立ち上げやすく、地域活性

化に資するとの話であった。

平成29年

12 月

日　時：平成 29 年 12 月 19 日（火）18:30 〜 20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「地域活性化とシェアリングエコノミー　〜時代はハコモノからアリモノへ〜」

講師 :
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大江 貴志 氏

【概略】

　「我以外皆我が師」は、稲嶺氏の座右の銘であり、自著のタイトル

名でもある。1 月サロンは、現在もご活躍中の稲嶺元知事にご講話頂

いた。知事時代には米国同時多発テロ（9.11）後に不調の沖縄観光を

立て直すため、国や企業に協力を頂いたエピソードを披露し、現状に

感嘆された。一方で「天は自ら助くる者を助く」と述べられ、確りと

地力をつけていこうと提案された。

平成30年

1 月

日　時：平成 30 年 1 月 23 日（火）18:30 〜 20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「我以外皆我が師、私の人生観と沖縄経済への今年の期待・展望」

【概略】

　「RBC THE NEWS」は県内で 7 年連続視聴率№ 1 のニュース番組で

ある。3 月サロンは、同番組キャスターの島袋氏をお招きし、視聴

者に信頼し、支持してもらうための工夫やノウハウをお伝え頂いた。

ニュースの読み上げを実演して頂いた後にキャスター用原稿の解説が

あり、他に相手が知りたい情報に絞る、自分の喋り方の癖を認識する

事などが有用であるとのアドバイスがあった。

平成30年

3 月

日　時：平成 30 年 3 月 23 日（金）18:30 〜 20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「現役キャスターが伝授！信頼される話し方・魅せ方」

講師 :RBC THE NEWS キャスター　島袋 彩子 氏

講師 : 株式会社りゅうせき 参与　稲嶺 恵一 氏

次回の産学官交流サロンの案内や、過去の開催内容の概要は以下のサイトに記載されている。

https://niac.or.jp/katudo6.htm

講師の役職等は開催当時のもの。

サロンの様子（12 月サロン）

サロンの様子（1月サロン）

サロンの様子（3月サロン）

慶應義塾大学院大学メデイアデザイン研究科研究員　兼
クリエイティブ・エッグス株式会社　代表取締役社長
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活動状況
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ʢNBOTFJ�TIPUP�IOEVTUSJBM�AEWBODFNFOU�CFOUFSʣのུশͰ、

ԭೄݝͱԄඒ܈ౡのೆҬΛڌͱ͢る

ެӹ๏ਓͱ͠ てত631݄にઃཱされ、

ฏ234݄1にҰൠஂࡒ๏ਓにҠ͠ߦ·ͨ͠。

ʮೆҬのシンΫタンΫʯͱ͠ て

Ҭ産ੑ׆ۀԽの֤छۀࣄΛͬߦてい·͢。
NANSEI SHOTO INDUSTRIAL ADVANCEMENT CENTER

ηンターでは、地域࢈業の活性化や発లにد༩することをతとした事

業活動をਪਐするため、ࢍ助ձһをืूしており·す。ごࢍ同いたͩいた

ձһには、ஂࡒの事業活動への༏ઌతࢀՃをは͡め、࣍のΑうなಛయを

ご用意しており·す。

業活ಈのެӹతҙࣄ˓

活ಈを௨͡ڀݚ、ٛ

て、産学官との交流に

。Ճできますࢀ

˓地域の活性化ࣄ業、産

業にࢀըでき、

ٕज़૬談、Ѻટがड

͚られます。

˓財団がൃߦするχϡー

スϨターఆ期ߦץ

がແྉでड͚られます。

ऀڀݚ外のஶ໊なݝ˓

とのωットϫークܗ

成にࢀըするػ会がಘ

られます。

ʻਃࠐ・͓ ߹せʼ

˟900�0015�ಹٱࢢໜ3ஸ15൪9߸

ΞϧςϏϧσΟンάಹ̎֊

一ൠ財団๏人

南西地域産業活性化センター ૯෦

TELʢ098ʣ866-4591�FAXʢ098ʣ869-0661

賛助会員募集のご案内
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（ฏ2�年�2݄ʙฏ�0年�݄）

� ��日�ʮԭೄものͮくΓ事業ԽࢧԉϓϩδΣクトʯ

ԭೄものͮくΓϚッνンάイϕント

���日ʙ��日� Ԅඒɾԭೄྲྀަࡁܦ事業ɹγンϙδϜʮԄ

ඒɾԭೄɹౡをޠるʯ開࠵ʢԙɿԄඒࢢʣ

� ��日� サϩンྲྀަֶ࢈

� ��日� サϩンྲྀަֶ࢈

� ��日�ʮԭೄݝのকདྷਪܭ人ޱʢ�����݄ਪܭʣʯ

ެද

���日ʙ��日� ํγンクλンクٞڠձ

� � ୈ��ճܦӦऀձ ʢٞԙɿ܈അݝʣ

� ��日�ʮԭೄࡁܦݝの����度࣮ࠐݟΈ͓よͼ

����度ݟ௨しʯެ ද

� ��日�ʮԭೄϋϫイクリʔンΤωルΪʔྗڠਪਐ

事業ʯɹΤωルΪʔڭҭௐࠪٴͼւ༸Τω

ルΪʔϓレࣨڭ

� ��日� ฏ��度�ୈ�ճ理事ձ

� ��日� サϩンྲྀަֶ࢈

� ��日� ฏ��度�ୈ�ճධٞһձ

ฏ2�年 �2݄˔%FDFNCFS

ฏ�0年    �݄˔+BOVBSZ

2݄˔February

�݄˔March
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